
（１）マナパス ～社会人の大学等での学びを応援するサイト～

【概要・目的】
「マナパス」は、文部科学省から平成30年度「社会人の学びの情報アクセス改善

に向けた実践研究」事業※の委託を受けた丸善雄松堂株式会社が開設・運営してい
る社会人の大学等での学びを応援するためのポータルサイト。本サイトでは、大学
等で社会人向けに開講されている講座情報を検索できるほか、奨学金等の制度紹介
も行っている。

※「社会人の学びの情報アクセス改善に向けた実践研究」事業

当事業は社会人が自らのキャリアに適した学習プログラムの情報を効果的に入手し、大学等で学びやすくす
るための環境整備の支援を目的としており、「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成30年6月15日閣議
決定）及び「人づくり革命基本構想」（平成30年6月13日人生100年時代構想会議決定）における、「民間が運営

しているリカレント教育の講座情報を提供するホームページをネットワーク化し、総合的な情報提供を行うポー
タルサイトを整備する」ことを主として、リアルな場での情報発信、社会人との多様な接点の創出等の実践的な
研究活動を行う事業。

1

１ 情報発信の取組み事例 参考資料４
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（２）教育訓練給付制度 厚生労働大臣指定教育訓練講座検索システム

【概要・目的】

大学や専修学校等が開講している講座等のうち、厚生労働大臣が指定した教育訓

練給付金の対象となる講座を検索することが可能。

※県内高等教育機関で提供されている講座

・富山短期大学（介護福祉士、栄養士、保育士）

・富山福祉短期大学（介護福祉士、保育士）

・受講する講座によって受講費用
の20%～最大70%を国が補助
・対象は約１万４千講座



（３）他県の取組み事例

○埼玉県

・県内在住の５５歳以上を対象として大学

の開放授業講座（リカレント教育）を一

括して情報提供

・募集開始時期を参加大学で統一し、各大

学の対象講座の一覧を県のＨＰで見るこ

とができるなど情報発信を工夫
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対象を絞って、県内で統一的に取り組んでいる一例
であり、各大学等が単独で募集するよりも効果的だ
と考えられる。
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○愛知県

・県のＨＰに県内各大学における公開講座情報のリンク集を設置

本県では、大学コンソーシアム富山が一般向けに県内大学が開催しているセ
ミナー等の情報をＨＰで提供



（１）茨城大学 リカレント教育プログラム

【概要・目的】

茨城大学では、これまでも公開講座や公開授業、社会人

に特化した大学院コースの設置など社会人による学習の機

会を提供してきたが、社会のニーズにあったプログラムの

体系化や受講証明の発行、企業等の相談に応じたプログラ

ム提供などの仕組みを新たに整備し、「茨城大学リカレン

ト教育プログラム」として本年度より本格始動。

【プログラム内容】

①公開講座・公開授業から１科目単位で誰でも自由に受講できる「オープンコース」、②

体系化した科目カテゴリから選択して学び、一定の受講により受講証明が授与される「専門

コース」、③企業・団体の要望にあわせて教育プログラムをカスタマイズして提供する「カ

スタムコース」の３コースで構成。このうち「カスタムコース」については、茨城大学独自

の仕組みであり、これらのプログラムによって社会人の多様な学び直しニーズに応えるとと

もに、人材育成を通じた地域創生をめざす。

茨城大学リカレント教育プログラム発表時に開
催した「茨城大学リカレント教育フォーラム」

（2019年2月）
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２ 他大学等での取組み事例

徐々に広がりを見せているとのこと



（２）岐阜大学 リカレント教育・技術支援事業

【概要・目的】

岐阜大学では、「人生100年時代」の社会において付加価値を発揮し続けるためには、企業

・自治体等、組織や個人ともに絶えず「学び直し」を通じた知識のアップデートや新たなスキ

ルの獲得が必要不可欠であることから、企業のニーズに基づく最適な教員が出向いて本格的な

講義「リカレント出向講義」を行う、リカレント教育・技術支援事業を本年６月から開始。

【プログラム内容】（岐阜大学作成資料）
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＜企業の利点＞

• 勤務時間内に開講することにより、多くの

所属員が受講可能

• 部外秘の内容について深い議論や質問

等ができる

• 大学に出向く必要がないため、移動時間

はほぼゼロ

• 大学の技術シーズ（特許・ノウハウ等）や

ネットワークが活用可能

• 貴社の魅力を教員や学生にＰＲ可能



平成28年度より大学等における社会人や企業等のニーズに応じた実践的・専門的
なプログラムを「職業実践力育成プログラム」（ＢＰ）として文部科学大臣が認定

【主な特徴】

• 対象とする職業の種類及び習得可能な能力を具体的かつ明確に設定し、公表

• 関連分野の企業等の意見を取り入れているため、対象とする職業に必要な実務に
関する知識、技術及び技能が習得できるカリキュラム

• 主に実務家教員や関連企業等と連携した授業、グループ討論、フィールドワーク
等の科目で構成されており、実践的・専門的な授業が受けられる

• 修了者のキャリアップの状況や習得した能力等の成果を公表

• 社会人が受講しやすい環境を整備（週末・夜間開講、集中講義、ＩＴ活用等）

【認定状況】

・令和元年度までに全国で２６７プログラム（短期除く）が認定（富山県は無し）

○平成31年度（令和元年度）より短時間（60時間以上120時間未満）の職業実践
力育成プログラム（ＢＰ）が認定されている（認定件数：３１件）

・近県では、金沢工業大学の「ＡＩとビッグデータ」、「ＩｏＴとロボティクス」
の２コースが認定（履修証明プログラム（全科目）ではなく、単一科目での受講も可能）
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（３）文部科学省 職業実践力育成プログラム（BP）の認定

120時間以上の履修だが、科目等履修生の受講も可能

要件を満たせば教育訓練給付の拡充（特定一般教育訓練給付）の対象【経費の40%（上限年間20万円支給）】



ＩＴ・データを中心とした将来の成長が強く見込まれ、雇用創出に貢献する分野にお
いて、社会人が高度な専門性を身に付けキャリアアップを図る、専門的・実践的な教育
訓練講座を経済産業大臣が認定。平成30年度から認定を開始し現在の認定数は７６講座

【対象分野】

・AI、IoT、データサイエンス、クラウド（基礎・初級スキルは除く）

（デザイン思考、アジャイル開発等の新たな開発手法との組み合わせを含む）

・高度なセキュリティやネットワーク（基礎・初級スキルは除く）

・IT利活用（自動車分野のモデルベース開発、生産システムデジタル設計等）

【講座の要件】

• 育成する職業、能力・スキル、訓練の内容を公開し、必要な実務知識、技術、技能を
公表していること

• 実習、実技、演習又は発表などが含まれる実践的な講座がカリキュラムの半分以上を
占めていること

• ｅラーニング等の社会人が受けやすい工夫をしていること 等

【高等教育機関での認定例】

・金沢工業大学（ＡＩスペシャリスト養成講座等４講座）

・名古屋大学（制御システム開発のためのＭＤＢ）

・北九州工業高等専門学校（第四次産業革命エグゼクティブ・ビジネススクール）
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（４）経済産業省 第四次産業革命スキル習得講座の認定

要件を満たせば専門実践教育訓練給付の対象

全国の受講機会の確保を図るため、R1.12

から、全ての授業がｅラーニングでも対象
となった

（演習等が教育訓練の半分以上、双方向
又は多方向の演習等の措置が必要）


